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1 R5.12.14 R6.2.13
令和５年度に社会福祉法人○○から都に提出された自動車税
（環境性能割・種別割）減免申請書及び添付書類（指定通知書
及び運行記録）

1 1 1

（１）東京都情報公開条例第７条第３号該当
申請書に記載の内容を公にすることで税額情報や減免対象の車両情報、減免対象台数といった特定の法人の財産に関する情
報が明らかになることから、当該法人の競争上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。
（２）東京都情報公開条例第７条第６号該当
減免申請の手続きは、納税者の任意の意思により行われるものであって、申請書に記載されている自動車に関する車両情報
及び税額情報は納税者及び課税庁のみが知りうる情報であり、これを開示すると都民の税務行政に対する信頼を損ない、賦
課徴収事務に支障をきたすため。

都税総合事務セ
ンター自動車税
課

2 R5.12.14 R6.2.13 令和５年度に社会福祉法人○○から都に提出された定款 19 1
都税総合事務セ
ンター自動車税
課

3 R5.12.14 R6.2.13
令和５年度に社会福祉法人○○から都に提出された文書送付状
「書類送付のご案内」 1 1 1 1

（１）開示しない部分
送付日、障害福祉部門東京事業部の担当者名及び車両台数の部分
（２）開示しないこととする根拠規定及び当該規定を適用する理由
ア　東京都情報公開条例（以下「条例」という。）第７条第３号該当
送付日、障害福祉部門東京事業部の担当者名及び車両台数は法人の内部管理に属する情報であり、公にすることにより法人
の競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。
イ　条例第７条第６号該当
送付日、障害福祉部門東京事業部の担当者名及び車両台数は納税者及び課税庁のみが知りうる情報であり、これを開示する
と都民の税務行政に対する信頼を損ない、賦課徴収事務に支障をきたすため。

都税総合事務セ
ンター自動車税
課

4 R5.12.14 R6.2.13
令和５年度中に東京都に申告した社会福祉法人○○の法人事業
税・法人都民税の確定申告書及び添付書類 9 1 1 1

（１）開示しない部分
令和５年度中に東京都に申告した社会福祉法人「聖ヨハネ会」の法人事業税・法人都民税の確定申告書及び添付書類（貸借
対照表を除く）
（２）開示しないこととする根拠規定及び当該規定を適用する理由
ア　東京都情報公開条例（以下「条例」という。）第７条第３号該当
税額等の申告書に記載の情報は、法人の内部管理情報にあたり、これを公にすることにより、当該法人の競争上又は事務運
営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。
イ　条例第７条第６号該当
税額等の申告書に記載の情報は、法人都民税・事業税及び特別法人事業税の賦課徴収のため、納税者が自ら申告することに
よって得られる、いわば納税者と実施機関以外は知りえない情報である。これを公にすることにより、納税者との信頼関係
が損なわれ、今後の適正な申告に協力を得られなくなり、租税の賦課徴収に係る事務の運営に支障をきたすおそれがあるた
め。

立川都税事務所
法人事業税課

5 R6.2.5 R6.2.22

千代田都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設
立・設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月
31日までの間に、千代田都税事務所にて処理したものに係る下
記の事項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

56 1
主税局千代田都
税事務所法人事
業税課

6 R6.2.5 R6.2.22

中央都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月31日
までの間に、中央都税事務所にて処理したものに係る下記の事
項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

80 1
主税局中央都税
事務所法人事業
税課

7 R6.2.5 R6.2.22

港都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・設
置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月31日ま
での間に、港都税事務所にて処理したものに係る下記の事項の
リスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

90 1
主税局港都税事
務所法人事業税
課

8 R6.2.5 R6.2.22

新宿都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月31日
までの間に、新宿都税事務所にて処理したものに係る下記の事
項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

61 1
主税局新宿都税
事務所法人事業
税課

9 R6.2.5 R6.2.22

台東都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月31日
までの間に、台東都税事務所にて処理したものに係る下記の事
項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

35 1
主税局台東都税
事務所事業税課

10 R6.2.5 R6.2.22

品川都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月31日
までの間に、品川都税事務所にて処理したものに係る下記の事
項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

32 1
主税局品川都税
事務所事業税課
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決定区分 （根拠規定）条例７条

11 R6.2.5 R6.2.22

渋谷都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月31日
までの間に、渋谷都税事務所にて処理したものに係る下記の事
項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

91 1
主税局渋谷都税
事務所事業税課

12 R6.2.5 R6.2.22

豊島都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月31日
までの間に、豊島都税事務所にて処理したものに係る下記の事
項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

46 1
主税局豊島都税
事務所事業税課

13 R6.2.5 R6.2.22

荒川都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月31日
までの間に、荒川都税事務所にて処理したものに係る下記の事
項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

31 1
主税局荒川都税
事務所事業税課

14 R6.2.5 R6.2.22

八王子都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設
立・設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月
31日までの間に、八王子都税事務所にて処理したものに係る下
記の事項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

19 1
主税局八王子都
税事務所事業税
課

15 R6.2.5 R6.2.22

立川都税事務所に登記した法人の設立を届け出た「法人設立・
設置届出書」 のうち、令和５年10月１日から令和５年12月31日
までの間に、立川都税事務所にて処理したものに係る下記の事
項のリスト。
①設立年月日　②法人名　③主たる所在地　④代表者名　⑤資
本金の額　⑥決算期　⑦業種

31 1
主税局立川都税
事務所事業税課

16 R6.2.13 R6.2.26
令和３基準年度における固定資産税路線価の標準宅地番号09-
032に係る鑑定評価書 4 1 1 1 1 1

（１）不動産鑑定士の印影及び不動産鑑定業者の印影
不動産鑑定士の印影及び不動産鑑定業者の印影を公にすることにより偽造される等、当該不動産
鑑定士及び不動産鑑定業者の財産を脅かすおそれがあるため。（東京都情報公開条例第７条第４
号に該当）
（２）鑑定評価書のうち「鑑定評価額の決定の理由の要旨（その１）」の地積及び取引時点
ア　取引事例地の取引当事者が個人の場合
地積及び取引地点を公にすると、不動産登記簿や住宅地図等の情報と照合することにより、取引
事例地が特定されることから、取引当事者である特定の個人を識別することができるため。（東
京都情報公開条例第７条第２号に該当）
イ　取引事例地の取引当事者が法人等の場合
地積及び取引地点を公にすると、不動産登記簿や住宅地図等の情報と照合することにより、取引
事例地が特定されることから、取引当事者である特定法人の財産状況が明らかになり、事業運営
上の地位が損なわれるため。（東京都情報公開条例第７条第３号に該当）
ウ　地積及び取引時点を公にすると、不動産登記簿や住宅地図等の情報と照合することにより、
取引事例地が特定されると財産状況が明らかになり、所有者の課税庁に対する信頼が損なわれ、
今後の税務行政に協力が得られない恐れがあり、その結果、固定資産税標準宅地の適正な時価の
評定に必要な情報が得られなくなることから、今後の税務行政の運営に支障をきたす恐れがある
ため。（東京都情報公開条例第７条第６号に該当）。

主税局品川都税
事務所固定資産
税課

17 R6.2.16 R6.2.26

航空写真と地籍図を重ね合わせた図面
対象範囲：世田谷区船橋２丁目95番付近
航空写真対象年度：令和５年度
縮尺：１／250
印刷設定：Ａ４サイズ、片面、カラー

1 1
主税局世田谷都
税事務所固定資
産評価課

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、非開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞

・一部開示及び非開示について、条例７条各号のいずれを根拠として非開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。


